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オンラインカジノの現状と課題

 オンラインカジノは、若年層を中心に一定の利用者が存在するとみられ、違法性の認識も薄い
 ※ 警察庁の調査（令和７年３月公表）によると、調査対象のうち、約43.5%が「違法と認識していなかった」と回答

 賭け金は、複数の収納・決済代行業者を経由し、国内で循環させた上で勝ち金がユーザーに支払われることが
多い

 金融機関によっては、「オンラインカジノは犯罪である」旨をwebサイト等にて早期から発信。
 オンラインカジノ対策に先進的な金融機関は、取引のモニタリングにより、賭け金の入金を請け負う収納・決済代行
業者や、こうした業者に送金する利用者（オンラインカジノユーザー）の取引を制限

オンラインカジノユーザー
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勝ち金支払いの指示
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オンラインカジノへの資金の流れのイメージ

（注）実際には、非常に多くの収納/決済代行が
絡んでおり、複雑な取引

海外
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オンラインカジノ問題に係る金融庁の取組み

 令和７年５月、預金取扱金融機関・暗号資産交換業者・資金移動業者・前払式支払手段発行者（プリ
カ業者）の業界団体に対し、以下の内容を要請

 日本国内でオンラインカジノに接続して賭博を行うことは犯罪であることについて利用者へ注意喚起すること
 オンラインカジノにおける賭博等の犯罪行為を含む法令違反行為や公序良俗に反する行為のための決済等
のサービス利用を禁止している旨を利用規約等で明らかにすること

 利用者が国内外のオンラインカジノで決済を行おうとしていることを把握した場合に当該決済を停止すること

金融業界への要請発出

 オンラインカジノへの送金や不正利用が疑われる口座の特定について、先進的な取組を行っている事例を把握
し、令和７年８月、疑わしい取引の参考事例を改訂することにより金融機関等に共有。
※振込依頼人名に英数字等が含まれる振込が多数あり、オンラインカジノ関連の収納・決済代行が疑われる取引 等

 国民を詐欺から守るための総合対策（令和６年６月犯罪対策閣僚会議）を踏まえ、令和６年８月及び
令和７年９月、預金取扱金融機関に対し預貯金口座の不正利用対策の強化を要請。

預貯金口座の不正利用対策
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 違法な送金の抜け穴となっている、国境をまたぐ収納代行に対し資金移動業者としての規制を適用すべく、
資金決済法の改正を実施（令和７年６月成立）
→オンラインカジノ等の違法な送金を行う者について、無登録業者として取締り対象に

国境をまたぐ収納代行への規制

利用者向け
の注意喚起
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